
宮古市条例第２６号 

宮古市災害危険区域に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」とい

う。）第３９条の規定に基づく災害危険区域の指定及び災害危険区域内におけ

る建築物の建築の制限に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

(1) 予想浸水深 東日本大震災復興まちづくりに係る事業の完成後に、平成２

３年３月１１日に発生した津波と同じ規模のものが発生した場合に予想さ

れる浸水の深さ 

(2) 第１種区域 予想浸水深が２メートル以上の地点を含む地形地物により

区画された区域 

(3) 第２種区域 予想浸水深が１メートル以上２メートル未満の地点を含む

地形地物により区画された区域 

(4) 第３種区域 予想浸水深が１メートル未満の地点を含む地形地物により

区画された区域であって第１種区域又は第２種区域に隣接する区域 

(5) 住宅等 住宅、寄宿舎、長屋、共同住宅等住居の用に供する建築物 

（災害危険区域の指定） 

第３条 市長は、津波による危険の著しい区域を法第３９条第１項の災害危険区

域（以下「災害危険区域」という。）として指定する。 

２ 災害危険区域は、第１種区域、第２種区域及び第３種区域とする。 

３ 市長は、第１項の規定により災害危険区域を指定するときは、その旨を告示

しなければならない。災害危険区域を変更し、又は廃止するときも、同様と

する。 

（住宅等の建築の制限） 

第４条 第１種区域においては、住宅等を建築してはならない。 

２ 第２種区域及び第３種区域においては、市長が別に定める住宅等の構造等の

基準を満たす場合を除き、住宅等を建築してはならない。 

３ 市長は、前項の基準を定めるときは、その旨を告示しなければならない。当

該基準を変更し、又は廃止するときも、同様とする。 

（適用除外） 

第５条 前条第１項及び第２項の規定は、第３条第１項の規定による災害危険区

域の指定の際現に当該災害危険区域に存する住宅等を増築し、又は移転する場

合については、適用しない。 

 （住宅等が区域の内外にわたる場合の措置） 

第６条 住宅等が災害危険区域の内外にわたる場合においては、当該住宅等の全

部について災害危険区域内にあるものとみなして、第４条第１項及び第２項

の規定を適用する。 



２ 住宅等が異なる種別の災害危険区域にわたる場合においては、当該住宅等の

全部について、当該異なる種別の災害危険区域のうち最も予想浸水深が深い

災害危険区域にのみあるものとみなして、第４条第１項及び第２項の規定を

適用する。 

 （学校等の建築の制限） 

第７条 次の用途に供する建築物を建築しようとする者は、第４条第１項及び第

２項の規定の趣旨を尊重するよう努めなければならない。 

(1) 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に規定する学校 

(2) 医療法（昭和２３年法律第２０５号）に規定する病院、診療所、介護老人

保健施設及び助産所 

(3) 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）に規定する社会福祉事業を行う施

設 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 


